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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

1 総
公有地拡大の推
進に関する法律
に関する事務

公有地拡大の推進に関す
る法律に基づき、公共目
的のために必要な土地を
先買いする。

市民及
び事業

者

義
務

用地管財
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

1

公有地拡大の推
進に関する法律
に関する事務

用地管財
課

「土地有償譲渡
届出書」及び
「土地買取希望
申出書」の審
査・受付

審査・受付件
数

２０件 ２０件

「土地有償譲渡
届出書」及び
「土地買取希望
申出書」の審
査・受付

審査・受付件
数

２０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

1

公有地拡大の推
進に関する法律
に関する事務

用地管財
課

県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

４０回
県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

1

公有地拡大の推
進に関する法律
に関する事務

用地管財
課 届出台帳の整理 適正処理件数 ２０件 ２０件 届出台帳の整理 適正処理件数 ２０件 可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

2 総
国土法に関する
事務

大規模な土地取引につい
ては地域の土地利用に与
える影響が大きいことか
ら適正かつ合理的な土地
利用の確保を図るため。

権利者
義
務

用地管財
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

2
国土法に関する
事務

用地管財
課

「土地売買等届
出書」の審査・
受付

審査・受付件
数

１０件 ３件
「土地売買等届
出書」の審査・
受付

審査・受付件
数

１０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

2
国土法に関する
事務

用地管財
課

県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

６回
県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

2
国土法に関する
事務

用地管財
課

土地取引台帳の
整理

適正処理件数 １０件 ３件
土地取引台帳の
整理

適正処理件数 １０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

3 総

土地の利用及び
取引に係る基本
理念の啓発に関
する事務

ポスターの掲示・パンフ
レットの窓口配布

市民・
事業者

義
務

用地管財
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

3

土地の利用及び
取引に係る基本
理念の啓発に関
する事務

用地管財
課

国から配布され
るポスターやパ
ンフレットによ
り啓発

啓発回数 年１回 年１回

国から配布され
るポスターやパ
ンフレットによ
り啓発

啓発回数 年１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

4 総 住居表示審議会

住居表示実施について市
長の諮問に応じて審議
し、答申し、又は意見を
建議する

対象地
区住民

義
務

都市計画
課

0

諮問する案件等がな
かったため、審議会
を開催していない。
（毎年度1回分の予
算計上）

- 104
現状維

持
なし 維持

4 住居表示審議会
都市計画

課

住居表示審議会
の開催（諮問案
件等がある場
合）

開催回数 １回 － 0

住居表示審議会
の開催（諮問案
件等がある場
合）

開催回数 １回 104
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
住居表示街区案
内板等の維持管
理

住居表示街区案内板等の
維持管理を行い、都市の
美観や風致を維持する

対象地
区住

民・地
区来訪

者

政
策

都市計画
課

26
目標とした期限まで
に事業を行い、成果
が出ている。

Ａ 524 未 中 中 高
現状維

持
なし

減
ら
す

5

住居表示街区案
内板等の維持管
理

都市計画
課

地区に設置して
ある住居表示街
区案内板の設置
等

住居表示街区
案内板の撤
去、修理、設
置件数

３箇所 １箇所 26

地区に設置して
ある住居表示街
区案内板の設置
等

住居表示街区
案内板の撤
去、修理、設
置件数

１箇所 524
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

6 総
住居表示未実施
区域の住居表示
整備

住居表示を実施すること
により、分かりやすい
「住所」とする

住居表
示実施
地区住
民及び
来訪者

政
策

都市計画
課

地域住民の住居表示
意識に対する合意形
成がなかなか得られ
ないため、事業化が
困難になっている。

Ｅ 8
住居表示の啓
発

未 中 中 高
現状維

持
なし

予算
なし

6

住居表示未実施
区域の住居表示
整備

都市計画
課

住居表示の周知
活動（市民まな
び講座の開催）

開催回数 ２回 －
住居表示の周知
活動（市民まな
び講座の開催）

開催回数 ２回 8
住居表示の啓
発

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総 建築審査会

建築基準法に規定する許
可に係る同意及び同法第
９４条第１項の審査請求
に対する審査を行う

建築申
請者及
び審査
請求者

義
務

都市計画
課

622
目標とした期限まで
に審議会を行い、成
果が出ている。

Ａ 992
現状維

持
なし 維持

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

7 建築審査会
都市計画

課
建築審査会の開
催

開催回数 ８回 ６回 622
建築審査会の開
催

開催回数 ８回 992
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8 総 都市計画審議会

都市計画法の規定により
その権限に属する事項並
びに市長の諮問に応じ調
査審議し、その結果を答
申する

市民及
び事業

者

義
務

都市計画
課

878
目標とした期限まで
に審議会を行い、成
果が出ている。

Ａ 941
現状維

持
なし 維持

8 都市計画審議会
都市計画

課
都市計画審議会
の開催

開催回数 ５回 ５回 878
都市計画審議会
の開催

開催回数 ５回 941
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

9 総
都市計画決定及
び変更

都市施設等の都市計画決
定及び変更を行い、計画
的なまちづくりを進める

市民及
び事業

者

義
務

都市計画
課

1,502

目標とした期限まで
に都市計画決定等を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 1,583 6
生産緑地地区
の変更等都市
計画手続

現状維
持

なし
減
ら
す

9
都市計画決定及
び変更

都市計画
課

都市施設等の都
市計画決定及び
変更

決定及び変更
件数

３件 ３件 205
都市施設等の都
市計画決定及び
変更

決定及び変更
件数

３件 190 6
生産緑地地区
の変更等都市
計画手続

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

9
都市計画決定及
び変更

都市計画
課

所管事業に対す
るアドバイザー
支援の回数

開催回数 １０回 ３回 60

9
都市計画決定及
び変更

都市計画
課

臨時職員による
都市計画図書の
電子化等整備

電子化等の件
数

１００件 １００件 781
臨時職員による
都市計画図書の
電子化等整備

電子化等の件
数

１００件 865 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
減
ら
す

9
都市計画決定及
び変更

都市計画
課

各種協議会負担
金の支払い

支払時期 ３月 ８月 228
各種協議会負担
金の支払い

支払時期 ３月 一次 264
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　
減
ら
す

10 総 都市計画の周知
都市計画の周知等を行
い、計画的なまちづくり
を進める

市民及
び事業

者

義
務

都市計画
課

2,852
適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 2,720 7
地区計画制度
の啓発活動

現状維
持

なし 維持

10 都市計画の周知
都市計画

課

窓口・電話等に
よる都市計画の
説明、総括図等
及び概要図の頒
布

図面販売等の
適正処理率
（年間販売枚
数）

１００％
（２８０
０枚）

１００％
（２６２
１枚）

2,263

窓口・電話等に
よる都市計画の
説明、総括図等
及び概要図の頒
布

図面販売等の
適正処理率
（年間販売枚
数）

１００％
（２８０
０枚）

2,037
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

10 都市計画の周知
都市計画

課

都市計画基本図
を基に総括図等
の作成・印刷

完成時期
平成２２
年３月

平成２２
年３月

589
都市計画基本図
を基に総括図等
の作成・印刷

完成時期
平成２３
年３月

683
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

10 都市計画の周知
都市計画

課

本市の都市計画
についての啓発
活動

市民まなび講
座等開催回数

３回 ６回
本市の都市計画
についての啓発
活動

市民まなび講
座等開催回数

２回 7
地区計画制度
の啓発活動

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

11 総
都市計画基本図
作成事業

都市計画の周知等を行
い、計画的なまちづくり
を進める

市民及
び事業

者

義
務

都市計画
課

19,698 5
都市計画基本
図作成事業

終了 なし
予算
なし

11
都市計画基本図
作成事業

都市計画
課

航空測量に基づ
く都市計画基本
図の修正

完成時期
平成２３
年３月

19,698 5
都市計画基本
図作成事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

12 総
都市計画位置確
認申請

都市計画位置確認の証明
を行い、計画的なまちづ
くりを進める

建築計
画者

義
務

都市計画
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

12
都市計画位置確
認申請

都市計画
課 申請の受付

申請の受付日
数

年２４１
日

年２４１
日

申請の受付
申請の受付日
数

年２４３
日

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

12
都市計画位置確
認申請

都市計画
課 審査・交付事務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（１４０
件）

１００％
（１４４
件）

審査・交付事務
申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（１７０
件）

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

13 総
用途地域等の証
明

用途地域等を確認し、証
明書を発行する

申請者
義
務

都市計画
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

13
用途地域等の証
明

都市計画
課 申請の受付

申請の受付日
数

年２４１
日

年２４１
日

申請の受付
申請の受付日
数

年２４３
日

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

13
用途地域等の証
明

都市計画
課 審査・交付事務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（３０
件）

１００％
（３２
件）

審査・交付事務
申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（３０
件）

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

14 総 開発審査会

開発行為等に関する審査
請求に対する裁決及び市
街化調整区域における開
発許可、建築許可等の審
査を行う

許可申
請者及
び審査
請求者

義
務

都市計画
課

159
目標とした期限まで
に審議会を行い、成
果が出ている。

Ａ 934
現状維

持
なし 維持

14 開発審査会
都市計画

課
開発審査会の開
催

開催回数 ８回 ２回 159
開発審査会の開
催

開催回数 ５回 934
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

15 総
市街化・市街化
調整区域見直し

区域区分の見直しに関す
る検討を行い、計画的な
市街化を図る

市民及
び事業

者

政
策

市街化・市街
化調整区域の
見直し

都市計画
課

4,358
目標とした期限まで
事業を行い、成果が
出ている。

Ａ 4,358 2
市街化・市街
化調整区域の
見直し事業

未 高 高 高 終了 なし
予算
なし

15
市街化・市街化
調整区域見直し

都市計画
課

市街地整備の手
法等の検討

中間報告書の
策定

平成２２
年３月

平成２２
年３月

4,358
市街地整備の手
法等の検討

報告書の策定
平成２３
年３月

4,358 2
市街化・市街
化調整区域の
見直し事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 　
予算
なし

15
市街化・市街化
調整区域見直し

都市計画
課

「都市計画区域
の整備、開発及
び保全の方針」
の都市計画変更
手続

完了時期
平成２２
年３月

平成２２
年３月

16 総
用途地域の見直
し

都市の機能配置、密度構
成等を勘案して、市街地
の土地利用を適正に区分
する

市民及
び事業

者

政
策

用途地域の見
直し

都市計画
課

4,384
目標とした期限まで
事業を行い、成果が
出ている。

Ａ 4,384 4
用途地域の見
直し

未 高 高 高 縮小 有り
予算
なし

16
用途地域の見直
し

都市計画
課

指定用途地域と
現状の土地利用
が乖離している
工業系用途地域
等について、見
直し候補地区の

中間報告書の
策定

平成２２
年３月

平成２２
年３月

4,384

見直し候補地区
及び優先順位の
検討、用途地域
見直し案のとり
まとめ

報告書の策定
平成２３
年３月

4,384 4
用途地域の見
直し

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 職員で対応可
予算
なし

701 総
都市計画道路の
見直し

将来の都市像に的確に対
応するよう、都市計画道
路の見直しを行う

市民及
び事業

者

義
務

都市計画道路
の見直し

都市計画
課

4,253
目標とした期限まで
事業を行い、成果が
出ている。

Ａ

701
都市計画道路の
見直し

都市計画
課

見直し詳細計画
に係る庁内連絡
調整会議及び作
業部会の開催

会議回数 各４回 各０回 4,253

701
都市計画道路の
見直し

都市計画
課

見直し詳細計画
に係る都市計画
審議会への報告

審議会の回数 ２回 １回

17 総

都市計画施設等
の区域内及び都
市計画事業地内
における建築等
の許可

都市計画施設等の区域内
及び都市計画事業地内に
おける建築等の申請を受
け審査し、適・不適合を
判断する

許可申
請者

義
務

都市計画
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

17

都市計画施設等
の区域内及び都
市計画事業地内
における建築等
の許可

都市計画
課

申請の受付（都
市計画法第53
条、第65条）

申請の受付日
数

年２４１
日

年２４１
日

申請の受付（都
市計画法第53
条、第65条）

申請の受付日
数

年２４３
日

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

17

都市計画施設等
の区域内及び都
市計画事業地内
における建築等
の許可

都市計画
課 審査・交付事務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（３０
件）

１００％
（５１
件）

審査・交付事務
申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（５０
件）

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

18 総
土地利用転換計
画に係る調査研
究

一定規模以上の土地利用
計画の調整を行い、地域
の特性を活かしたまちづ
くりを目指す

市民及
び事業

者

政
策

都市計画
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 中 高
現状維

持
なし

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

18

土地利用転換計
画に係る調査研
究

都市計画
課

企画調整課から
の照会による一
定規模以上の土
地利用計画に対
する意見書提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年９
件）

１００％
（年９
件）

企画調整課から
の照会による一
定規模以上の土
地利用計画に対
する意見書提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年９
件）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

18

土地利用転換計
画に係る調査研
究

都市計画
課

地域特性等に応
じた整備手法
（区画整理、再
開発等）の研究

部内研究の回
数

５回 ０回

地域特性等に応
じた整備手法
（区画整理、再
開発等）の研究

部内研究の回
数

５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

19 総
砂利採取及び土
採取に関する事
務

砂利、土の採取について
必要な規制を行うことに
より、安全の保持と環境
の保全を図る

届出事
業者

義
務

都市計画
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

- 現状維
持

有り
予算
なし

19

砂利採取及び土
採取に関する事
務

都市計画
課

砂利採取法に基
づき県に申請さ
れた採取計画に
対する意見提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年０～
１件

１００％
（年０件

砂利採取法に基
づき県に申請さ
れた採取計画に
対する意見提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年０～
１件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

19

砂利採取及び土
採取に関する事
務

都市計画
課

県土採取規制条
例に基づき申請
された採取計画
に対する意見提
出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年０～
１件

１００％
（年０件

県土採取規制条
例に基づき申請
された採取計画
に対する意見提
出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（年０～
１件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

20 総
（仮称）茅ヶ崎
市土地利用基本
条例等策定

都市マスタープランが定
める将来都市像の実現に
寄与するためまちづくり
関係の条例の体系化を図
る

市民及
び事業

者

政
策

「(仮称）
茅ヶ崎市土地
利用基本条
例」の制定

都市計画
課

1,087

事務事業の目的の達
成に向けて、現時点
では成果が出ていな
いが、今後成果が見
込める。

Ｃ 1,368 1

（仮称）茅ヶ
崎市土地利用
基本条例の制
定

未 高 中 高
現状維

持
なし

予算
なし

20

（仮称）茅ヶ崎
市土地利用基本
条例等策定

都市計画
課 条例案の作成

条例案（パブ
コメ前）の作
成

２２年３
月

未策定 1,087
２２年度末まで
に策定

条例の議決時
期

２３年３
月

1,368 1

（仮称）茅ヶ
崎市土地利用
基本条例の制
定

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 23 職員で対応可
予算
なし

20

（仮称）茅ヶ崎
市土地利用基本
条例等策定

都市計画
課

シンポジウムの
開催

開催時期
２２年２
月

未実施

702 総
高度地区の指定
拡大

都市マスタープランが定
める将来都市像である
「湘南の快適環境都市」
の実現を図る

市民及
び事業

者

政
策

高度地区の拡
大指定事業

都市計画
課

4,079

2ヶ年事業
（H20,H21）であ
り、目標とした期限
まで事業を行い、成
果が出ている。

Ａ

702
高度地区の指定
拡大

都市計画
課

土地利用の状況
及び説明会等に
よる合意形成の
状況に基づき方
向性について、
庁内検討調整会
議及び作業部会
を開催

会議回数 ４回 ４回 3,959

702
高度地区の指定
拡大

都市計画
課

アドバイザー支
援の回数

開催回数 １０回 ６回 120

702
高度地区の指定
拡大

都市計画
課

市民説明会及び
関係団体等説明
会の開催

開催回数 １０回 １６回

702
高度地区の指定
拡大

都市計画
課

都市計画審議会
への報告

報告回数 ３回 ４回

21 総
低層住居専用地
域の敷地面積最
低限度指定

都市マスタープランが定
める将来都市像である
「湘南の快適環境都市」
の実現を図る

市民及
び事業

者

政
策

用途地域(低
層住居専用地
域)の敷地面
積最低限度指
定事業

都市計画
課

2,838

3ヶ年事業
（H20,H21,H22
）であるが、2年目
の目標とした事業は
概ね行い、成果が出
ている。

Ｂ 3,477 3

用途地域（低
層住居専用地
域）の敷地面
積最低限度指
定事業

未 高 高 高 縮小 有り
予算
なし

21

低層住居専用地
域の敷地面積最
低限度指定

都市計画
課

地区説明会等の
状況に基づき都
市計画の方向性
について、庁内
検討調整会議及
び作業部会を開
催

会議回数 ４回 ４回 2,658
取り組みを報告
書としてまとめ
る

報告書の策定
平成２３
年３月

3,477 3

用途地域（低
層住居専用地
域）の敷地面
積最低限度指
定事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 職員で対応可
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

21

低層住居専用地
域の敷地面積最
低限度指定

都市計画
課

アドバイザー支
援の回数

開催回数 １０回 ９回 180

21

低層住居専用地
域の敷地面積最
低限度指定

都市計画
課

市民説明会及び
関係団体等へ説
明会の開催

開催回数 １０回 ０回
市民説明会及び
関係団体等へ説
明会の開催

開催回数 ３回 3

用途地域（低
層住居専用地
域）の敷地面
積最低限度指
定事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 職員で対応可
予算
なし

21

低層住居専用地
域の敷地面積最
低限度指定

都市計画
課

都市計画審議会
への報告

報告回数 ３回 ０回
都市計画審議会
への報告

報告回数 ３回 3

用途地域（低
層住居専用地
域）の敷地面
積最低限度指
定事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23 職員で対応可
予算
なし

22 総
優良建築物等整
備事業

茅ヶ崎駅周辺市街地にお
ける土地の集約化、建物
の共同化及び街区の整備
等を進めるため、民間再
開発事業に助成を行うた
め

再開発
事業者

政
策

優良建築物整
備事業等補助
金

都市整備
課

市民ニーズはあり、
制度の改善等で今後
の成果が見込める。

- 未 高 中 中
現状維

持
有り

予算
なし

22
優良建築物等整
備事業

都市整備
課

事業計画者から
の相談における
優良建築物等整
備事業への積極
的な誘導

相談件数
（年間）

３件 ０件

事業計画者から
の相談における
優良建築物等整
備事業への積極
的な誘導

相談件数
（年間）

３件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

23 総
マンション建替
事業の円滑化

マンション建替えの円滑
化等に関する法律に基づ
き、建替えが法的枠組を
もって円滑に実施できる
ように認可事務や監督事
務を行うため

権利者
等事業
計画者

義
務

都市整備
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

23
マンション建替
事業の円滑化

都市整備
課

住民や事業者か
らの相談におけ
る、法に基づく
適切な誘導

相談件数
（年間）

１件 １件

住民や事業者か
らの相談におけ
る、法に基づく
適切な誘導

相談件数
（年間）

１件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

23
マンション建替
事業の円滑化

都市整備
課

許認可等の事務
処理

許認可件数 １件 ０件
許認可等の事務
処理

許認可件数 １件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

24 総
土地区画整理事
業換地図等の閲
覧事務

市域で実施された或いは
実施されている土地区画
整理事業の換地図等を閲
覧させるため

申請者
義
務

都市整備
課

適切に事務や事業を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

24

土地区画整理事
業換地図等の閲
覧事務

都市整備
課

文書保存されて
いる土地区画整
理事業の換地図
等閲覧事務

受付件数
（年間）

２０件 １４件

文書保存されて
いる土地区画整
理事業の換地図
等閲覧事務

受付件数
（年間）

２０件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
業務経験のある再任
用で対応可

予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する

全市民
等

義
務

都市計画
課

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

５月

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等
（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備
（都市部全職
員）

７２名 ７２名

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等
（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備
（都市部全職
員）

５８名

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

部の災害対策活
動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対策
活動の総括

随時 なし

部の災害対策活
動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対策
活動の総括

随時

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

部内の連絡調整
及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡調
整

随時 なし

部内の連絡調整
及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡調
整

随時
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実施計画

第５次実施計画

27,038 26,810 41,083 40,819

実施計画
事業名

都市計画課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

都市計画課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

都市部関係の被
害状況調査の取
りまとめ及び被
害状況の把握等
（災害等発生
時）

被害状況調査
の取りまとめ

随時 なし

都市部関係の被
害状況調査の取
りまとめ及び被
害状況の把握等
（災害等発生
時）

被害状況調査
の取りまとめ

随時

888
災害応急対策活
動

都市計画
課

本部との連絡調
整等
（災害等発生
時）

本部との連絡
調整

随時 なし

本部との連絡調
整等
（災害等発生
時）

本部との連絡
調整

随時

888 総 庁内共通事務
内
部

都市計画
課

999 総 部内調整事務
内
部

都市計画
課


